
事務事業No 事業名 [事業基本情報]

515 ○ 管理経費

分野別目標 4 ○ 法定受託事務

政 策 5

施 策 1

取 組 2

継続 主な事務事業

H10 H89

事業実施の根拠法令

関連個別計画 「３つのキーワード」との関連性

担当課・担当課長（Tel） 北原　和憲 (435-1075) いのちを守る ふるさと力を高める 該当せず

関連課

１　事業概要及び実施内容

事
業
概
要

２　事業コスト

予算 決算 予算 決算 予算 決算 決算 計画 決算

46,203 45,932 114,473 106,855 164,244 129,113 128,232 164,244

- - 147.8% 43.5% 0.0%

52,857 52,898 67,611 65,251 72,500 76,444 74,451 72,500

1,043 1,042 5,464 12,007 13,495 14,983 16,958 13,495

53,900 53,940 73,075 77,258 85,995 91,427 91,409 85,995

25,035 22,609 54,216 50,746 78,598 60,885 62,738 78,598

12,517 11,304 31,993 29,674 39,299 30,443 32,837 39,299

25 23 13
8,651 12,019 28,239 26,412 46,347 30,443 32,644 46,347
6.9 6.9 8.82 8.64 0.62 11.18 10.04 9.6

0.72 0.72 5.74 5.26 6.7 6.7 9.49 5.98

３　目標及び実績
平成21年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

年度目標値

実績値

全体目標値 全体目標達成度 年度別達成度

年度目標値

実績値

全体目標値 全体目標達成度 年度別達成度

年度目標値 4 5 5 6

実績値 4 6 7

全体目標値 5.46 全体目標達成度 年度別達成度 113.5%

年度目標値 7 9 10 12

実績値 8 12 15

全体目標値 10.55 全体目標達成度 年度別達成度 113.4% 137.2%

単位

9.6

実
施
内
容

　地籍調査事業の実施（安原
地区，楠見地区，吹上地区）
　調査換算面積１．７２Km2

　地籍調査事業の実施（安原
地区、楠見地区、吹上地区、
有功地区、砂山地区）

　地籍調査事業の実施（安原
地区、吹上地区、有功地区、
砂山地区、松江地区）

　地籍調査事業の実施（安原地
区、吹上地区、有功地区、砂山
地区、松江地区、宮地区）

　地籍調査事業の実施（安原
地区、吹上地区、有功地区、
砂山地区、松江地区、宮地
区）

事
業
費
 
千
円

4

主な予算内訳

国庫支出金

13,495

78,598

人件費

常勤職員

非常勤職員

31

10

平成25年度

計画

県支出金

85,995

0.0%

72,500

小計

伸び率（％）

活
動
指
標

事業費 164,244

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

そ の 他
46,347一般財源（税等）

市　　債

平成22年度

所要人数
常勤職員

非常勤職員

39,299

5.98

指標名及び達成状況

単位

地籍調査済面積（累計）

成
果
指
標

地籍調査進捗率

単位 %

単位

5

125.6%

8

km2

事業進捗管理シート

地籍調査事業
事業区分(1)

事業経費

その他

適正な土地利用の推進

自然環境と都市基盤が調和した快適なまち

その他

○

款

事業種別

地籍調査の推進

事業区分(2)
自治事務

適正な土地利用の推進

都市計画費

目 地籍調査費

一般会計

土木費

会計・
予算区分

会計

平成２５年度

地籍調査事業（補助・単独）事項

事業期間 ～ 大事業

項

地籍調査事業

平成２３年度 平成２４年度平成２１年度 平成２２年度

人と文化を育てる

事業目的（「誰・何」をどういう状態にする」ための事業か) 事業内容
　小字を単位として範囲を定め、法務局の公図を元に範囲内の土地について、各土地所有者に事業
の説明会を開催し、後日、所有者双方の立会いの下、土地境界の確認と登記簿の内容について確認
を行い、その結果を簿冊（地籍簿）にまとめ、同時に地図（地籍図）を作成し、国の承認と県に認
証を受けた後に、法務局へ送付する事業。

　土地の最も基礎的な情報（地番、地目、境界、面積、所有
者）である地籍を明らかにし、その結果を記録することによ
り、現況に合わせた地図を作成しすることを目的としている。
　地籍調査が完了することにより、土地境界をめぐるトラブル
の未然防止、登記手続の簡素化・費用縮減、土地の有効活用の
促進、建築物の敷地に係る規制の適用の明確化、各種公共事業
の効率化・コスト削減、公共物管理の適正化、災害復旧の迅速
化、課税の適正化・公平化、ＧＩＳによる多方面での利活用な
どに役立つ。

地籍調査課

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 対象外

○
評価年度


